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☆ 今月も笑顔（スマイル）でスタート 
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今月の SMILE 

 

 

まいど おおきに！ 

 

今年の中国の春節の休みは、2 月 10 日から 17 日でした。皆さん、中国の春節のお休みはいかがでしたか？今年は、

甲辰（きのえたつ）の年ですね。 

次頁の経済情報でも書きましたが、中国国家統計局のデータによれば、1 月の国民消費者物価指数（CPI）は、前年同

月比で 0.8%減少しました。これは連続 4 カ月の減少です。下落は主に食品価格によるものとのことです。1 月の工業生

産者物価指数（PPI）も前年同月比で再び減少しました。 

 話を変えて、アメリカのジャーナリストで元 FOX ニュース司会者のタッカー・カールソン氏が、ロシアによるウクライナ侵

攻後初めてアメリカのジャーナリストとして、ロシアのウラジミール・プーチン大統領に 2 時間近いインタビューを行い、こ

れが 2 月 8 日に公表されました。そして春節の休みの間、このインタビューを日本語字幕のあるサイトでみました。いろい

ろ興味深いテーマがありましたが、経済面で言うならば、プーチン大統領が、“ドルを外交の武器として使うことは、アメリ

カの指導者たちが犯した最大の戦略的失敗の 1 つだ”と語ったことです。ドルを使った制裁は、アメリカ以外の国がドル

を使わないという選択肢を検討することを誘引することが考えられるからです。プーチン大統領は、さらに続けて、“世界

で起こっていることを見てみると良い。アメリカの同盟国でさえドルの外貨準備を減らしている。アメリカの行動を見て誰も

が身を守ろうとしている。” そして“ドルはアメリカの持つ覇権の基盤となっている。だが彼らは紙幣印刷を止めない。33

兆ドルの負債は何を意味するだろうか？ 米国の上層部がドルを外交の武器として使うと決定すれば、殴られるのは他

ならぬアメリカ自身の覇権だ。あまり強い言葉は使いたくないが、それは愚かな行動であり、酷い失敗だ。” このように、

西側のマスコミの情報からでは知り得ない内容が多く、その真偽を論ずることは別にして、一見の価値はあると思います。 

 今月の法務編では、前月号からの続きとして、金杜法律事務所からの情報提供による“「会社 法（2023 年改正）」の

要点 （後編）”を載せております。いずれも注目される内容ですが、2.（4）支配株主、実質的支配者を制約する制度の強

化は、2024 年 3 月 1 日から施行される刑法改正案（十二）が、会社の管理責任は主に董事、監事又は高級管理職

が負うものとなったため、新会社法も責任追及の対象者の整合も図ったとされています。 

甲辰の年は、昨年まで努力してきたことが実を結ぶ年とも言われているそうです。期待しましょう！ 

 

では今月も笑顔（スマイル）でスタートしましょう！ 

 

 

 

 

今年は甲辰の年です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 



中国経済情報  

 

1 月ＣＰＩ、09 年以来の大幅下落 生産者物価もマイナス続く 

国家統計局が 2 月 8 日に発表した 1 月の消費者物価指数（ＣＰＩ）は前年比 0.8％下落し、4 カ月連続のマイナスとな

った。生産者物価指数（ＰＰＩ）も下落し、デフレ圧力の強さを示した。ＣＰＩは前月の 0.3％から下落幅が拡大。2009 年 9

月以来の大幅なマイナスとなった。食品価格の急低下が主に影響した。前月比では 0.3％上昇。2023 年 12 月は 0.1％

上昇だった。 

保銀投資（ピンポイント・アセット・マネジメント）のチーフエコノミスト、張智威氏は「ＣＰＩは中国が持続的なデフレ圧力に

直面していることを示している。消費者の間にデフレ期待が定着するリスクを回避するため、中国は迅速かつ積極的に

行動を起こす必要がある」と述べた。変動の激しい食品とエネルギー価格を除いたコアインフレ率は前年比 0.4％上昇と、

12 月の 0.6％上昇から減速した。1 月のＰＰＩは前年比 2.5％下落と、下落率は前月の 2.7％、市場予想の 2.6％よりも小

幅にとどまった。前月比では 0.2％下落。12 月は 0.3％下落だった。ユニオンバンケールプリヴェ（香港）のアジア担当シ

ニアエコノミスト、カルロス・カサノバ氏は、顧客向けノートで、「デフレ／ディスインフレは定着しつつある。この下落は国

内消費の低迷を物語っている。株式市場の大幅な売りがセンチメントとそれに伴う消費落ち込みの一因と考えている」と

指摘した。その上で、中国人民銀行（中央銀行）はもっと強力な政策支援を行うべきと指摘した。「われわれは２月に広範

な利下げが行われることを望んでいるが、政策余地の乏しさと政策伝達面の問題を考えると、その可能性は依然として

低い」とした。 

詳細については、下表をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マクロ経済情報 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

会計・税務情報 

 

 

国家税務総局が 2024 年 2 月 2 日付で、「2023 年度個人所得税総合所得の確定申告事項に関する公告」（国家税務

総局公告 2024 年第 2 号）を公布しました。主な内容は以下の通りです。 

 

1、年度確定申告の内容 

① 2023 年度終了後、居住者個人（以下「納税者」という）が 2023 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの間に取得した賃

金給与、労務報酬、原稿料報酬、特許権使用費などの四項目の総合所得を税務機関に個人所得税の年度確定申

告手続きを行う必要がある。 

② 計算公式 

2023 年度確定申告による還付・追納税額 ＝「（総合所得収入額－60,000 元－三険一金など専項控除－子女教育

費などの専項付加控除－法律によるその他控除－条件に合致する公益慈善事業寄付）×適用税率－速算控除数」

－2023 年納付済み税額 

 

2、確定申告が不要となる条件 

納税者が 2023 年度に既に法律に従い個人所得税を納付しており、且つ次のいずれかの状況に該当する場合、確定

申告が不要となる。 

① 追加納税が必要あるが、年度総合所得収入額が 12 万元を超えない場合、 

② 年度追加納税額が 400 元を超えない場合、 

③ 予定納税額と年度納付すべき額と一致する場合、 

④ 税金還付条件に合致するが、還付を申請しない場合。 

   

3、確定申告に必要となる条件 

納税者が次のいずれかの状況に該当する場合、確定申告を行う必要がある。 

① 予定納税額が年度納付すべき額を超え、且つ還付が必要となる場合、 

②  2023 年度総合所得収入額が 12 万元を超え、且つ追加納税額が 400 元を超える場合、 

所得項目の適用に誤りがある、または源泉徴収義務者が個人所得税の源泉徴収を行わないことにより、2023 年度に

過少申告または未申告を生じた場合、納税者は法に従い確定申告をしなければならない。 

4、確定申告で控除できる支出 

下記支出が 2023 年度に発生している場合、確定申告において申告額から控除することができる。 

① 年間基礎保険 6 万元のほか、条件に合致する基本養老保険、基本医療保険、失業保険など社会保険料及び住宅

2023 年個人所得税確定申告に関する公告  
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積立金など専項控除、 

② 条件に合致する 3 歳以下の幼児保育、子女教育、継続教育、重病医療、住宅ローン利子或いは住宅家賃、高齢者

扶養専項付加控除、 

③ 条件に合致する企業年金、職業年金、商業健康保険、個人養老金などその他の控除、 

④ 条件に合致する公益慈善事業寄付。 

 

5、申告期間 

2024 年 3 月 1 日から 6 月 30 日までの期間である。  

中国国内に住所がない納税者が 2024 年 3 月 1 日までに離境する場合、離境する前に申告することが可能である。 

 

6、申告方法 

① 納税者自ら申告、 

③ 源泉徴収義務者による代行申告、 

④ 委託された企業や個人などによる代行申告。 

 

7、申告ルート 

自然人電子税務局（携帯の個人所得税アプリ）、郵送または納税サービスカウンターで申告手続きを行う。 

 

8、申告関連資料の保存 

納税者よび申告代行を行う源泉徴収義務者は、専項付加控除や税収優遇など確定申告に関する資料を、調査に備

えて、確定申告後 5 年間保存する必要がある。    

 

9、税金の還付或いは追加納税 

① 納税者が税金還付を申請する場合、中国国内において開設する条件が合致する銀行口座を提供しなければなら

ない。税務機関が規定によって審査した後、国庫管理の関連規定に基づき税金の還付を受け付ける、 

② 納税者が税金を追加納付する場合、ネットバンキング、税務局サービスカウンターの POS 端末によるカード決済、銀

行カウンター、非銀行支払機構等の方式で納付することができる。 

また、申告効率を向上させ、納税者により良いサービスを提供するために、税務機関は確定申告初期に、引き続き予約

サービスを提供している。3 月 1 日から 3 月 20 日までの期間中に確定申告手続きを行う必要があった納税者に対し、2

月 21 日以降に個人所得税アプリを通じて事前に申請することができる。3 月 21 日以降は予約なしで受け付けられる。 

 

法務情報 

                                                   

 

 

1. はじめに 

2023 年 12 月 29 日、第 14 期全国人民代表大会常務委員会第 7 回会議で改正会社法（以下「新会社法」という）が

可決され、新会社法は 2024 年 7 月 1 日から施行される。前回において、我々は新会社法の一部の改正の要点を

整理したが、今回はその後編として、会社資本充実原則の実施、一元的企業統治の枠組みの確立、企業統治への従

業員の参加、支配株主・実質的支配者に対する規制の強化等の新会社法をめぐるいくつかの改正の要点について解

説する。 

 

2. 一部の要点の解説 

（1） 会社資本充実原則の実施 

新会社法は、資本充実原則を実施するため、有限責任会社登録資本払込期限設定、株主権喪失制度、株主出

資期限早期化制度、発起人出資不足連帯責任、株式譲渡当事者間責任配分等の多くの面で条項の追加・改正を 

行った。 

2013 年の会社法改正で、登録資本払込登記制が引受登記制に改められるとともに、有限責任会社の登録資本

払込期限に関する規定が削除された。その後の実務においては、登録資本金が巨額な一方、株主が実際に払い 

 

「会社法（2023 年改正）」の 要点 （後編） 

 
 

 

 



込む金額は極めて低い会社が多く現れた。これにより、会社の資金的信用を示す登録資本の機能が低下し、市場

取引信用を判断・評価するためのコストが増大した。今回、新会社法によって登録資本払込期限に関する規定（47 

条）が再び追加され、法律面から株主出資期限に関する規制が強化されることとなった。 

また、新会社法は、株主の出資責任を強化するとともに、会社及び債権者の利益を保護するため、出資に瑕疵ある

株主の会社に対する損害賠償責任及び関連する行政責任（49 条・252 条）、会社設立時の出資の瑕疵に関する

株主間の連帯責任（50 条）、株主の出資に対する董事会の検査・催告の義務、関連する董事の責任及び株主の権

利喪失に関する制度（51 条・52 条）、権利喪失株式の処分及び他の株主の出資に関する責任（52 条）、出資払戻

時における関連する董事・監事・高級管理職の連帯賠償責任（53 条）、出資に瑕疵ある株式の譲渡後における譲

渡当事者の責任（88 条）、違法減資時における株主及び関連する董事・監事・高級管理職の責任（226 条）等に関

する規定も追加した。 

 

（2） 一元的企業統治の枠組みの導入 

1993 年会社法から現在に至るまで、中国の会社統治制度は大陸法系の伝統を踏襲し、董事会と監事会による

二元的な統治の枠組みを設けてきた。新会社法は一元制（董事会のみ）を導入して企業統治の構造に選択可能な

案を提供し、これが今回の改正の大きな注目点となった。 

新会社法 69 条によると、会社は定款に会社の統治構造を定め、伝統的な二元制（董事会、監事会を設け、監事

会が監督の機能を担う）又は一元制（董事会に監査委員会を設け、監事会又は監事を設けない）を選択し、さらに

は混合制（監事会又は監事を設けると同時に、董事会に監査委員会を設ける）を採用することができる。また、新会

社法 83 条によると、監事会又は監事は、もはや設置を強制される機関ではなくなり、規模が比較的小さく、又は株

主の人数が比較的少ない有限責任会社は、全株主の一致した同意がある状況の下、監事会又は監事の設置をし

ないこともできる。 

 

（3） 従業員が企業統治に関与する民主的な管理制度の強化 

現行会社法 51 条は、監事会の構成員の 3 分の 1 以上は従業員代表でなければならないと定め、また、現

行会社法上、従業員代表による董事就任については、国有独資会社のほか、2 つ以上の国有企業又は 2 つ以

上のその他の国有投資主体が投資して設立した有限責任会社に限り、従業員代表董事を置かなければならないと

されている。したがって、実務において、国有資本による出資を受けたこれらの類型の会社ではなく、監事会の設置

もしていないときは、董事会及び監事のいずれについても、従業員代表を就任させる必要が存しない。 

新会社法は、現行会社法におけるこれらの規定の留保を基礎として、従業員代表の企業統治への関与に関する更

なる制度的な規定を設けた。新会社法 68 条 1 項によると、従業員数が 300 名以上の有限責任会社は、法により

監事会を設置し、かつ、これに会社従業員代表が存在する場合を除き、その董事会の構成員に会社の従業員代

表を含めなければならない。したがって、新会社法の下、国有資本による出資か否かにかかわらず、従業員数 300 

名以上の有限責任会社でありさえすれば、少なくとも 1 名の従業員代表を監事会又は董事会いずれか一機関の

構成員としなければならない。しかし、新会社法のこれらの規定は、現有会社の遡及効、すなわち現存する  300 

人以上の有限責任会社は新会社法のこれらの規定に基づく定款の変更、組織機構の調整、従業員代表の監事会

又は董事会構成員への就任をしなければならないか否か、いつまでにそれをしなければならないか、また、関連す

る法的効果について明確な規定を定めておらず、今後における関連する法令、司法解釈等の公布を待つ必要が

ある。 

 

（4） 支配株主、実質的支配者を制約する制度の強化 

現行会社法は、水平的法人格の否認に関する直接的な規定を定めていない。それゆえ、司法実務においては、

株主が自己の支配する 2 つ以上の会社を利用して会社法人の独立的な地位及び株主の有限責任を濫用する行

為について、現行会社法 20 条 3 項における垂直的法人格の否認に関する規定に照らして認定を行う必要があ

った。新会社法 23 条は、水平的法人格否認の直接的な規範的根拠を確立し、会社債権者の利益の保護にさら

に有利となる。    

また、現行会社法は、実務において多々見受けられる「影の董事」、「影の高級管理職」に関する責任、すなわち

支配株主及び実質的支配者が自己の指名した董事、経理等を通じて間接的に会社をたびたび管理する一方で、 

 

自身は董事・監事・高級管理職に対する会社法上の義務の要求に制約されない問題について規定していない。こ

の制度上の欠陥を補填するため、新会社法は、180 条 3 項において、会社の支配株主、実質的支配者が会社の 

 



董事に就任しないものの、実際に会社の事務を遂行する場合には、董事・監事・高級管理職の忠実義務及び勤勉

義務に関する規定の適用を受けるとする規定を、また、192 条においては、会社の支配株主、実質的支配者が董

事、高級管理職に対して会社又は株主の利益を害する行為を行うことを指示した場合には、その董事、高級管理

職と連帯責任を負うとする規定をそれぞれ新設した。今回の改正は、会社の支配株主、実質的支配者の管理行為

をさらに規範化し、その趣旨は、中小株主の利益の保護にある。 

 

3. おわりに 

今回の新会社法の改正は、会社の統治制度の改善に対してさらに豊富な制度の選択を提供するとともに、会社の

組織及び行為をさらに規範化し、各主体の責任を強化した。新会社法の一部規定には、なお不明確な箇所があるこ

とから（例えば新旧法における整合の問題など）、今後における関連文書の公表に注意を払い、会社組織の枠組みの

調整及び会社定款の変更に関する研究を適時に行って、法律の要求に適合することが望まれる。 

 

情報提供 金杜法律事務所 

 

 

 

 

 

 

人事労務情報 

 

 

 国家人力資源と社会保障局の発表した全国各地区の最低賃金基準状況(2024 年 1 月 1 日締)及び暦年上海市最低

賃金推移表です。 

 

 注：本表数据时间截至 2024 年 1 月 1 日。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国各地区の最低賃金基準状況(2024 年 1 月 1 日現在) 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

特別連載読み物 

 

 
 

 

第 98 回 ： 「企業の組織や社会人の構造は、 “三つの層” で、構成されている！  

それは、 “栗の実” の形状のイメージだ！」  
 

冒頭に、個人的な話で恐縮ですが、私はおかげさまで、昨年 12 月に、元気で、「80 歳」を迎えました。  

私は、社会人としての大半を、 普通の人よりきっと “多くの職場” （上場大企業・消費者金融業・中小下請け製造業・

コンサルタント業など）で、“多くの時間” を、「管理者・経営者」 として、日本や中国の各地で経験を積み重ね、今に至

っている・・・と思っています。そんな社会人・仕事人としての多くの経験から、  

 

・「自分が所属し、活動してきた企業が、社会全体の中で、どんな存在だったのか？」 また、  

・「所属した企業は、どんな組織形態だったのか？」、さらには、  

・「所属企業の人材構成は、どんなだったのか？」  

 

この思考は、読者の皆さんが、常に厳しい生存競争下にある企業に、身を置かれている前提で、皆さんが所属する企

業の「存在位置・存在価値」を客観的に見つめ、かつ、自分の「会社内での立ち位置」を見つめ直す事の重要性を、喚

起したいとも思ったのです。そんなことをの思考中に、私が思いついたのが、「物の構造・形態の区分」として、 “大・中・

小” とか ”上・中・下“ という表現であり、「これらの三つが、“形態の基本”」の表現であると考え、「企業組織・構造」や

「人事組織・構造」へと、思考を展開していこうと思ったのです。   

さらに、 “三つの構造・形態” の話を進めようと思った時、私は、ふと “栗の実” をイメージしたのです。  

“栗の実の三つの層” とは、栗の実の「頭の小さなとんがり部分」、栗の実の「大きな胴体の部分」栗の実の「点々のある

底の部分」 で構成されている。この “栗の実の三つの層” のイメージは、以下の 

 

「Ⅰ. 日本全体の企業構造」や、  

「Ⅱ. 個々の企業の組織構造」や、  

「Ⅲ. 企業内人材構造」へと展開されていくのです。  

 

Ⅰ. ≪日本全体の企業構造≫ での “三つの層”  

 ≪大企業・中堅企業群≫  

１）栗の実の “とんがった部分” で、  

２）日本全体企業群の中でも、優秀な、少数企業群団。  

   ≪中小・零細企業群≫  

栗の実の “胴体部分”で、日本全体企業群の中でも、量的に大半を占める群団。  

  ≪零細企業群≫   

栗の実の “底の部分”で、日本全体企業群の中でも、規模の最も小さな企業群団。  

・・・ あなたの所属の企業は、日本のどの位置にあるのか？   

 

その企業に将来性はあるのか？    

自分の地位は、満足なのか？  

転職・自立の可能性を検討しなくていいのか？ ・・・ などなど。  

 

Ⅱ. ≪個々の企業の組織構造≫ での “三っの層”  

 ≪① 経営者・管理者層≫  

１） 栗の実の一番上の “とんがり部分” で、 

  

ナニワのおっちゃん経営道！ 

≪新コーナー≫ 社会人・企業人としての「ものの見方・みえ方」について語る！ 



２）日本全体企業群の中でも、優秀な、少数群団  

 

≪② 一般社員層≫  

１）栗の実の “胴体部分” で、  

２）言われたことだけは、無難にこなしていくが、主体的には動かない、大部分の一般的な社員層  

 

≪③ 不良社員層≫  

１）栗の実の “底部分” で、   

２）欠勤も多く、言われたこともやらない、または、できない、辞めてほしいくらいの社員層。  

 

  どんなレベルの企業でも、この三層に分れており、①が、②③の層を、うまくリードし、企業全体のレベル UP に勤める

努力を継続してこそ、優良企業群団として存在していけるのではないしょうか。   

しかし、①の人たちが、その実態・現況に無関心な企業は、徐々に衰退していき、いつの間にか、吸収合併されたり、破

綻企業群団に陥りかねないのです。私は、過去に、そんな例を多く見てきました。  

 

ご自分の属する会社が、日本全体の栗の実のイメージの中の、どの位置に存在していて、またご自分が、会社の組織

の中でどの位置にあって、企業価値の維持・向上のために、どのように積極的に行動されているのか？  

そこで、提案ですが、「今いる会社、今の業績、今いる地位、今の仕事」の量・質などを、一度客観的に見つめなおし、か

つ、 “栗の実” の組織・細胞をイメージしながら、自己分析し、実態を把握しつつ、様々な改善のための行動に挑戦さ

れては、いかがでしょうか！」   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(お問い合わせ先) 

上海満意多企業管理諮詢有限公司 

〒200336  上海市長寧区 延安西路 2201 号  

上海国際貿易中心 610 室 

TEL: +86-21-6407-0228   FAX :+86-21-6407-0185 

E-mail: info@shmydo.com  URL: http://shmydo.jp 
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